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産業連関論的経済分析の有効性について

岩崎俊夫

1 問題の所在

2 予備的考祭ー箆単な数値例による産業連潟分析の紹介-

3 産業連関分析による経済の「構造」分析

1) :1おきJ概念の批判的検討

2) 投入係数回定住の仮定にもとづく部約

4 産業連関分析による経済の f!，齢gJ分析

1) 均衡産出鮮の算出方法の意味

①連立方程式による解法

① 行列計算による解法

③ くりかえし計算による解法

2) 逐次的波及過程の形式性と非現実性

5 産業連関論的協格規定の問題点。均衡産出分析と均衡倣格分析との二分割性
2) (df!{1直視点と使用価値視点との分離

3) 資本の論理の捨象

6結語

1 問題の所在

産業連関分析という経済の「構造j と「機能jを分析する方法の完全な説

明が 1941年にw.レオンチェフによって与えられて以来，この方法は資本主

義経済の将来予測11，経済計画に適用され，また最近ではとくに経済の実証分

析に広く利用されている。産業連関表は，アメリカ，イギリス，西ドイツなど

の先進資本主義諸国ではもとより，ソ連，東ドイツなどの社会主義諸国でもほ

ぼ定期的に作成されている。産業連関分析についての国際会議は， 1950年

から 1974年?こいたるまで，すでに6回開催されている。

わが留でも，産業連関表は 1957年にはじめて作成(昭和26年表〉されて
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から，昭和30年産業連関表，昭和35年連関表…と 5年間信で作成作業がお

こなわれている。当初，産業連関表の作成を担当じたのは通商産業省，行政

管理庁であったが，最近では上記2省庁の他に農林省，労働省，建設省，運

輸省，総理清統計局さらに大蔵省，文部省，厚生省，郵政省，経済企画庁経

済研究所が協力して仕事にあたっている。地方，産業連関分析の径済計画へ

の適用は， r中期経済計画Jの計量経済学モデルの重要な として産

業連関モデルがとりあげられたことにはじまる。さらに政府，民間，個人研

究のレベルを問わず多くの分野で産業連関分析の有効性がしきりと強調され

ている。

このような予測，計画，実証というきわめて実際的な場面への産業連関分

析の適用をおしすすめ9 それを理論的に支える役割をはたしているのが，現

代経済学のひとつのジャンルである産業連関論である。そしてこの産業連関

論の理論的彫琢は，産業連関分析を用いた経済計画ならびに予測の分野でつ

いぞ自をみはるような成果を聞かないにもかかわらず，文字どおり着々とす

すめられている。

本稿は，産業連関分析の実際的適用における成果の貧困 を主として

産業連関論の経済理論としての問題点，とくに産業連関分析のかなめといわ

れる「構造」分析と「機能」分析の虚構性にもとめ，その点の論証を意、閣して

いる。考察の中心を産業連関分析の「構造J分析と「機能 j分析の批判的検

討というところにおいた理由はひとつには，産業連関論の大半がこの点をた

んねんにフォローすることなく素通りしていること，ふたつには， この分析

方法の招握する逐次的波及過程が経済現象のー側面をある程度反映している

のではなかろうかという期待を根拠に，産業連関分析そのものの有効性を，

また社会主義的計画経済のもとでのその適用可能性を肯定的に論じる空気が

最近とみにつよまっているからである。

2 予備的考察一簡単な数値1fuによる産業連関分析の紹介一

本論にはいるまえに，まずこれからの議論の展開に必要なかぎりでの予備
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的考察，すなわち①産業連関分析とはそもそもどのような経済分析の方法で

あり，し、方、なる手続きをふんでおこなわれるものなのか，②これまでの研究

で産業連関分析のもつ難点はどこまで確認されているのか，③全体として産

業連関論をどのように特徴づけておくべきなのか， といった

略的な説明を与えておこう。

産業連関分析は，一般に物量タームによる均衡産出量の決定，価格ターム

ついてf既

による均衡価格の決定に有効であるといわれる。この分析方法の重点は，後

述するように，前者にある。産業連関論のなかでひんぱんに使用される均衡

出量とか，均衡価格という用語は，この理論が完全競争経済を想定してい

ること，生産された生産物は必ず寂売されるものと仮定していること，要す

るに分析の対象である資本主義経済を基本的につりあいとバランスのとれた

理想的経済機構であるとみなしていること，に由来するものである。

産業連関分析は，①ある特定年度の産業連関表の作成，②それにもとづく

投入係数表の作成，③逆行列係数表の作成，④将来年度の最終需要の設定，

⑤逆行列表を利用した各産業部門ごとの均衡産出量の予測， というプロセス

を分析の基本的枠ぐみとする。

ある特定年度の産業連関表が，たとえば表1のように作成されているとし

ょう。参考図は，この表の読み方を示している。

この参考図のなかで利用されている，自民経済部門を内生部I"jと外生部門

(参考函〕

表 1産業連関表モデル
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とに区分する産業連関的部門分類の基準は，経済変量を内生変量と外生変量

とにわけて考える数理経済モデルの考え方によるものである。内生変量とは

所与のモデル内部の経済諸変量の相互依存関係によってその倍がきまる変量

であり，外生変量とはこのモデルの外側で決定される既知の変量である。し

たがって，内生部門は，産業連関モデルのなかで他の経済諾部門との相互依

存関係のなかで白部門の国民経済的地位が決定される経済部門であり，外生

部門はこのモデルにおいて伎の経済部門から相対的に独立した与件としての

経済部門である。

産業連関表は，これを横欄にそって読むと，内生部門である農業，工業の両

部門で生Eをされた生産物の販路構成(=産出〉をあらわす。表 1によれば，

業部門の生産物80単位のうち， 20単位は白部門で， 30単位は工業部門で生

淀的に消費され，残りの 30単位が外生部門である最終需要にまわっている C

この関係を次のような需給バランスの式にあらわすことができる。

ある産業部門の産出額コ中間需要十最終需要・..............................・・・・・(1)

(1)式は，産業連関分析の出発となる方程式である。

他方，産業連関表の縦欄は，各産業部門の物量タームからみた費用構成

(=投入〉をあらわす。表1によれば，工業部門は， 30単位の農業生産物，

60単位の工業生産物を使って， 60単位の付加価値をつくりだしている。

内生部門にあらわれる数字は，各産業部門で原材料として利用される中間

財部分のフローを媒介とする部門間の生産的連関を反映している。産業連関

表は社会的生産の二大生産部門〔物質的生産部門と不生産的部門〉への分類と

いう視点をもたないが， もし内生部門を物質的生産の概念、にもとづ、いて再構

成するならば，すなわち不生産的部門を内生部門の外にだすならば，この内

生部門に登場する数字は，労働対象の部門間への循環という観点でとらえた

部門間の生産的連関をあらわす。産業連関表は，このようにして，各産業部

門間の生産的連関を財とサービスの流通という側面から把握するように構成

されている。

ただい産業連関表示形式が財とサービスのフロー表示にポイントをお
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いているかFりでは，それは毘富とくにいくつもの経済循環にまたがって生

産過程て午家動する労働手段，固定資本の運動をとらえるための適当な表示形

式とはいえない。

さて，産業連関表ができあがると，次にこの表にもとづいて投入係数を導

出し，投入係数表を作成しなければならない。投入係数は，ある産業部門のi

生産物1単伎を生産するために直接に必要な任意の他の産業部門の生産物の々

投入量を，後者の前者にたいする比率であらわした数字である。表1を科用

すると，農業部門の生産物80単位を生産するために向部門の生産物20単位，

工業部門の 20単位が必要であるから， ここから農業生産物l単位を

るためには 0.25単位の間部門の生産物と 0.50単位の工業部門の生産

物とを投入しなければならないということになる。以下両様の計算をおこな

って， 各産業部門ごとの投入係数をもとめ， 表にまとめたのが投入係数表

(表 2)である。投入係数は， 構造ノミラメータ

とも呼ばれる。なぜなら，産業連関論者は，こ

の表をつうじて由民経済の産業連関的構造を認

識することが可能であると考えるからである。

しかし，こうした「構造」のとらえ方には，大

表 2投入係数三三

業
業
一
〉
一世界
一
L
l

幾
工
一

G
いに疑問をさしはさむ余地がある。この点につ

いては次節の倹討素材として残しておこう。

ところで，中間需要は，この投入係数に総出額を乗じた値である。そこで

20-;.-80 30-;.-150 

40-;.-80 60-;.-150 

先の(1)式は，次のように変形できる。

ある産業部門の産出額三二〈各産業部門の投入係数×

各産業部門の産出額〕十最終需要…..，・H ・-…・……………………一(2)

(2)式にもとづいて，表2の投入係数表を採用しながら需給バランスの方程

式をつくってみよう。

X1 =O.25X1十0.20X2十Y1
.. '(3)) 

XZ=O.50X1 +0.40X2十九

ただい Xi :第i部円の産出額 Yj 第t部門の最終需要総額、である。
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(3)式は， もし Yiの大きさが玩矢口であるとするならば X1，X2の2つの

未知数をふくむこ元一次の連立方程式である。未知数と方程式の数が向数で

あるから，この連立方程式は解をもっ。いいかえると， もし Yzの大きささ

え定まるならば，この最終需要の大きさとその部門構成に対応する

門ごとの均衡産出量を導出することができる。産業連関分析の操作的性格と

は，このような均衡産出量決定のメカニズムのことをさす。投入係数は，均

衡産出足:決定のこのプロセスにおいて中心的役割をはたしている。

(3)式は，さらにXのYについての関数X=jCY)という方程式にかきか

えることができる。

X，=l. 7l4Y， +0.571Y2 
・ー(，1)

X2 = 1. 429 Y， + 2 .143 Y2 
いったんこの方程式をもとめておくと，この方程式を科用して

大きさとその部門構成とがどのように変化しようとも，それに応じてそのつ

ど新たに連立方程式をたててそれを最初から解くというやっかいな手続きを

省略することが可能となる。すなわち，産業部門ごとにモデルの外側から与

えられる最終需要を直接に(4)式に代入することによって，連立方程式でもと

められる均衡産出量と同ーの解を得ることができる。

い)式の方程式のうち YiCi=1，おの係数を表の形にまとめたのが表3，逆

行列諒数表で、ある。この表を逆行列係数表と呼

ぶ理由は，投入係数表を行列JAとおき，これを

単位行列からさしひいた行列 (I-A)の逆行列

(l-A)-lをもとめると， この{自がとりもなお

さず逆行列係数表にならぶ数値にほかならない

@. 

工

表3逆行列係数表

業

業 2.143 

からである。この逆行列係数の経済的意味は，ある特定の産業部門の最終需要

が他部門の最終需要不変という条件のもとで1単位増加したときに，それが

内生部門の産出量に在接，間接にどのような波及効果を及ぼすのか，という

ことにある。〔なお，参考までに昭和50年の産業連関表，投入係数表，逆行

列係数表を付表として本稿末尾にかかげる。〉
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概略，以上のような産業連関分析とその理論的支柱である産業連関論に対ー

する科学的批判の基礎は，わが国ではすでに経済統計研究会の会員諸氏によ

る研究業績のなかに与えられている。

批判の論点は多岐にわたっているが，主な論点を要約すると以下のとおり

であるつ

その第1は，投入係数の性格にたいしてむけられたもので，この係数を一

定不変と仮定することが資本主義的蓄積のもとでの技術的変化という現実に

てらしてみると非現実的であること，この係数を一次同次の生産関数の一種

とみなすことが，現実の企業活動における重要な要素を捨象したうえではじ

めてなりたつことが指摘されている。

第2は，逐次波及過程分析の一面性に対する批判である。この点について

は，投入保数の非現実性という議論の延長で，逆行列係数が非現実的である

とし寸指摘の他に， とくに後者の波及係数が最終需要の中間需要に及ぼす影

響という側面のみを反映していること， しかもこの係数が現実の波及プロセ

スに生起する経済諸現象の時間的要素，あるいは過程を媒介する契機を考慮

していないことに問題点があるとされている。

第 3は，産業連関システムにおける価格分析の脆弱性に関する批判である C

その論点は，価格が物量システムの前提のもとに名目的で所与とされている

こと，資本主義経済のもとでの儲格の本質，形態，価格形成原理とその機能

の解明など結局のところ価格論といえるものが全くないこと，価値と{罰i格の

法則的把握という問題意識がないこと，などに及んでいる。

第4は， 産業連関表示形式とマルクスの再生産表式とをくらべてみた場

合，前者に社会的再生産を正しく反映する方法が存在しないこと(社会的再

生産を物質的部門と不生産的部門，生産手段生産部門と消費財生産部門， と

に区別，分類する見地の欠如，固定資本の運動をとらえる観点のないこと，

および iiJltl定資本形成j と「在庫増Jの範博規定の暖味性にともなう対象の

歪曲的皮映，高品資本循環に依拠していることによる社会的生産物の再分配

過程，第4象限の表示の不可能性〉が細かく述べられている。
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こうした諸論点をふまえ総括して，産業連関論は一般均衡論を前提(需給

の一致，経済の均衡状態の絶対視〉し，かっその延長上にある議論であるこ

とが産業連関論の基本的性格づけとして与えられている。さらに産業連関分

析を経済計画，予測，実証という領域へ何らの理論的反省、もないままにスト

レートに適ノ弔していくことの主観性，非妥当性が確認されている。

3 産業連関分析による経済の「構造」分析

産業連関分析は，経済の「構造」分析， とくに産業構造の分析に適してい

るといわれる。このことは， この分析方法を開発した W.レオンチェア自身

がその主たる IH票をアメリカ経j斉のJ茸造的解明においていたことからもうか

がい知ることができる。とはいえ，産業連関分析が経済の「構造Jにアプロ

ーチしていくために発案された分析手法で、あるといっても，その湯合の「構

造Jという用語は，非常に特殊な意味で箆われている。そこで産業連関論で

とりあげられる経済の「構造」とは，いったいどのような内脊含さすのかと

いう点について一度明確な批判的検討をくわえておく必要がある。

1) I構造」概念の批判的検討

産業連関分析によって把握される経済の「構造j とは，端的にいうならば

財とサービスの投入と産出との量的依存関係，すなわち投入の産出にたいす

る比率に示される産業部門間の生産的連関のことに他ならない。よりかみく

だいていうならば，それは部門別需給の割合である。この投入と産i"lJとの量

的依存関保は，投入係数と呼ばれる。この投入係数こそ，ある時点における

国民経済の産業「構造Jを産業部門間の生産的連関としてとらえる指襟であ

る。この指課がまた構造ノ4ラメータとも名づけられていることは，すでに予

備的考察のところで述べたとおりである。

投入係数が経済「構造jを反映する指壊であるならば， もちろんこの投入

係数から導出される逆行列係数も経済の「構造jをあらわす指標である。投

入係数がある生産物の生産のための部門別需給の割合を示すのにたいして，
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逆行列係数は投入係数においてとらえられる一定の「構造Jをもった経済が，

この「構造」の外部から，最終需要の大きさとその構成の変化という影響を

うけたときに，この変化がつぎにこの経済「構造」内部にどのような変化を

もたらすのかをあらわしている。とはいえ，投入係数と逆行列係数は，その

いずれも経済「構造」を産業部門の生産的連関にもとづ、いて把謹しているこ

と， この生産的連関を需給バランスに表現される投入量と産出量との量的依

存関係においてとらえていること，また経済「構造Jを慰とサーヒスのフロ

ー表示による経済循環と等援して理解していること，などの諸点で共通した

性格をもっている。経済の「構造Jは， ここでは要するにある経済量(投入〉

と他の経済量〔産出〉との関係として示される第三の経済量:(投入係数ない

し逆行列係数〉のことにほかならない。

ひとつひとつの投入係数が集まって，それが経済全体の産業部門相互の関

係を示すようになれば，それはクロスセクションという側面でとらえた愚民

経済「構造Jのある表現とみなされる。たとえば，この投入係数表を用い

て， もし販売面での依存関係という観点から各産業部門の相互依存関係を表

現するならば，全産業部門を生産部門にたいする依存程度の高い産業部門

(すなわちその多くが中間生産物となる産業部門〉また最終需要部門(資本形

成，家計，政府消費〉に依存している産業部門，あるいはその生産物が輸出

にむけられる比重の高い生産部門などに分類整理することができヲ実際にそ

うしたいくつかの試みがおこなわれている。また， この各産業部;門の依存関

係を購入函ーからみて，その特徴を調べることもできる。

もし，経済のこうした把握の仕方が「構造j認識として承認されるならば，

産業連関分析を同一の経済対象についてある一定の時間的間隔で数回くりか

えしおこない，そこから国民経済「構造」の時系列的変化を知る資料を獲得

することもできょう。とはいえ，こうした分析をおこなってみても，その結

果えられる「構造」変化の特色は， もちろん経済循環の話局面を規定する生

産諸関係の分析にたちいってとらえられるものではなく，

つながりが量的にみてどの程度強まったのか，弱まったのか，その動態と変
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化を現象的に追認しうるにすぎない。

逆行列係数表から得られる数植にある加工をこれとは!5ljに，投入係数表，

「構造」の説明にとってより特設的，典型的な数字をえようと

感応度P. N.ラスムッセンが開発した影響力係数，

こうした資料を得る手段として提供されている。

くわえ，

する実証的試みもある。

係数は，

ある産業部門が地の産業部門に及ぼす影響力の程度を

x100 
1土Aij

第i:~fßr~rJの影響力係数「毛出「
二台 :E :E Ai j 

影響力係数は，

逆行列係数表の第t部門の縦列の平協街
一一一一一一一一一 一一一一x100....…一……(1)
逆行列係数表の全産業部門の縦列の平均値

あるという式を用いて判別しようとする方法であり，感応度係数は，

門が他の産業部門からこうむる波及効果乞

1土Aij
n i=l 

司 n η

二台 :E :E Ai j 
rb i=lj=l 

x100 第五ii¥P'jの感応EZ係数=

一逆行列係数表の第t部門の横行の平均値 x 100…………………(2) 
一逆行列係数表の全産業部門の横行の平均値

これらの係数(Aijは逆行列係数〉。という式を用いて判別する方法である

感応度・影響力による産業分類

感応度

低|高
最終需要的製造業型|中間需要的製造業型

中間需要約一次産業製|最終需要的一次産業型

表 4
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たとえば表4のように各産業部門を類型的にとらえるならば，をもとめて，

さ国民経済の全体「構造」とそこにしめる個々の産業部門の地位について，

った表象をえることができる。

とかく分析の数学的手続きが複雑に

きほどの例とはま

こうした試みの示す結論に対しては，
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なっているのであるから対象の「構造J認識の度合もそれだけ深まっている

かのように考えられがちである。しかし，投入係数表あるいは逆行列係数表

を直接に利用して産業部門相互の依存関係を調べて得た結論と投入係数表な

いし逆行列係数表の数値に若干数学的手続きをくわえて整理した表4のよう

な産業部門の類型化とをくらべてみても両者の相違は，結局のところ，表

を利用する側の関心のもち方の違いにもとづいているにすぎず，前者よりも

後者の認識が論理的抽象性においてまさっているわけでも，対象認識の深さ

においてすぐれているわけでもない。

産業連関分析がおこなう経済「構造J分析の基本的内容は，以上に列挙し

た試みのなかにつくされている。「構造」の意味する内容は， たてまえとし

ては経済現象を「全体としての関連のわく jのなかで考察するというように

一応の説明がつけられているにしても，その内実は各産業部門の生産的連関

を中間需要の相互の入りくみの考察というところに狭く限定されている。

現代資本主義の経済「構造」というからには， この「構造」を資本主義経

済のそれとして成りたたせている生産関係的側面とこの生産関係がっくりだ

す独特の特殊歴史的再生産過程(一例として，生産手段生産部門と消費財生

産部門が再生産過程で演ずる役割のちがいなど〉とが，本来まずもって問題

となるはずである。しかし，産業連関分析は，分析の基礎となる産業連関表

の表示形式に制約されているということもあって，そういった側部の考察に

たちいらないのである。

また， これと関連して，次のこともいえる。すなわち，労働手段の体系は

経済「構造!の骨格である。生産手段のなかでも労働対象なり，中間財の流

れは， この労働手段の体系的枠ぐみに規定されている。したがって， もし経

済「構造」を科学的に認識しようとするならば，この労働手設の体系そのも

のについての考察はもちろん，技術的構成といわれる対象化された労働と生

きた労働との関連などにも注意を払う必要がある。しかし，現代経済学者の

なかで産業連関分析の有効性をしきりと強調する研究者は，このような意味

で、の経済 1I誇造Jの本質を本格的に究明しようという姿勢にとぼしく，さき
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にかかげたように経済「構造jを実証的に分析するという こも，その多

くは産業部門の相互依存関係についての表象を整理するにとどまっている。

要約すると，，iA業連関論でいう「構造」の把握の仕方は，各産業部門の生

産的連関さと生産物相互の投入一産I:l:l関係に昂限化してとらえているという点

で一面的であり，この生産物相互の投入一産出関係を規定している現代資本

の生産関係と再生産過程の究明に関心をむけないという点で現象論的で

あり，分析対象の経済理論的基礎を問わないという点で、非論理的である。

2) 投入係数毘定性の仮定

前項は，産業連関分析のいわゆる「構造」という用語の特殊な使い方につ

いて，ごく一般的な指摘をおこなった。産業連関分析は，この「構造」を投

入係数という構造パラメータにおいてとらえる。したがって，足業連関分析

における「構造」の意味を明確にするためには，論点をもう少しfまりさげて，

この投入係数の基本的性格についてもふれておかなければならない。

産業連関論は，当初，一般均衡論の経験的実証，その計量化というところ

に研究の主隈をおいていた。産業連関論が抽象的な一般均衡論の経済モデル

を具体的統計資料によって実証し，かつ操作可能な分析方法となるにあたっ

て，そこにはいくつかの仮定が設けられた。そのなかで投入係数を一次向次

の生産関数の一種として，これを回定的でしかも安定的であるみなす仮定

は，産業連関論の展開において不可欠の要因とされた。この点は，産業連関

論の投入係数の淵源にあたる一般均衡論の製造係数が需給の変化しこともなう

価格の動ぎに応じてつねに可変的であることとは決定的に異なっている。

産業連関論が投入係数を固定的とする仮定をたてたことは， 少なくとも 2

つの問題をはらんでいる。そのひとつは，投入係数という構造パラメータを

固定的と考えることが，経済を静態的なものと想定することになり， ともす

ると生産過程における技術的構成の高度化という要因を一切認めない見方に

つながるということである。この点は， とくに産業連関モデルを駆使して経
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済計画を策定する場合に必ず考慮されなければならない問題である。

もうひとつは，この分析方法である時点の経済「構造Jを分析するという

場合に，この仮定が経済の「構造j分析に与える制約に関する問題点であ

る。すなわち，時間要因が投入係数の変化に及ぼす影響を無視できる範囲で

経済の「構造J分析をおこなう場合にも，この投入係数の仮定は妥当といえ

るのか，否かという問題が残る。

前者は，投入係数の経済予測，経済計画への適用の問題とからめながら別

の機会にとりあげることにして，ここでは後者についてのみ考察する。

産業連関論は，投入係数を固定的とみなすまさにそのことによって，現実

の経済現象の説明に自らある一定の制約をもうけることになっている。その

制約の第1は，生産の規模にたいして収穫を不変とする仮定であるC この仮

定は， もし各々の生産部門の生産量が2倍になるとするならばすべての投入

量の大きさも 2倍になり，生産量が 5倍となればすべての投入量の大きさも

5倍となるという関係である。そしてこの仮定は，投入係数がそもそも投入

量の産出量にたいする比率であるということの，また投入量と産出量とがち

ょうど正記例の関係にあるということの， さらに投入係数が一次向次の生産

関数の一種であるということの必然、的帰結である。

第2は，非結合生産の仮定，すなわちある産業部円はただひとつの生産方

法(アクティグィティ〉をもっという仮定である。詞ーの産業部門が数種の

生産物を産出するとなると，そこには複数個の投入係数が並列して成立する

ことになり，産業連関分析にとって都合が悪い。ここから， どの産業部門に

たいしてもただひとつの生産物をつくるという仮定を導入することが要請さ

れる。したがって，実際に部門分類をおこなうさい，同ーの生l宝部["]から複

数個の生産物が生産される場合には，この生産部門が現実にはひとつの資本

のもとに統ーされ，包摂されているとしてもそれぞれの生産物を別々の部門

〈工程〉にふりわける作業がおこなわれる。

第3に，生産話要素間に棺互代替性を一切認めないという仮定の存在であ

る。生産諸要素間の相互代替性とは，次のようなことを意味する。すなわち，
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ある生産物を生産するという場合，ふつう生産諸要素は相互にある一定の比

率にもとづいて結合しているが，現実の生産過程においてこの生産諸要素の

結合比率は， しばしば弾力的である。つまり，現実にはもしある生産婆素が

多少減少したとしても， JJIjの生産要素がこれをうめあわせることによって以

前と開ーの生産水準を維持することができる。この現象を生産諸要素の代替

可能な関係という。しかし，虚業連関論は，投入係数の由定性という仮定に

抵触することのないように経済現象のひとつの側面として生産諸要素閤の相

互代替可能な関係が存在するという事実を捨象して議論するのである。

これらの仮定は，そのいずれも産業連関論が投入係数の酉定住という仮定

をたてたことに由来している。そして，これらの仮定は，経済理論としてみた

ときの産業連関論にとって，また経済構造の実証的分析にさいしての産業連

関分析にとっていちじるしい理論的制約条件となっているO この制約条件に

関連して，以下要約的に投入係数の性格についての疑問点をかかげでおこう。

第 1に，生産詔一部門間の生産技術的連関という場合，それを客観的に規定

する要因は，中間生産物，原料資材などの労働対象によりも，生産設備を中心

とする固定資本部分すなわち労働手段にある。とはいえ，産業連関表示形式

は，すでに述べたように，財とサービスのフロー表示を基準とするのである

から，罰定資本部分が直接的生産過程においてはたす役部を反映するすべを

もたない。それゆえ，投入係数が，産業諸i部内閣の生産技術的「構造Jを反

映するといっても，それはあくまでも現象レベルのことである。

第2に，産業連関表における産業部門は，それぞれの部門を生産物の投入

構造の使用価値的側面にてらして分類しているため，実際にはいろいろな生

産工程のもとで生産された生産物であっても，一括して同一部門の生産物に

統合され，同一の生産工程のもとで生産されたものとみなされる。たとえば，

電気製♂1という部門(生産物〉が連関表の構成要素として設定された場合，

そこには使用価値的に異なり， したがって生産工程もことなるあらゆる種類

の電気製品すなわち電気冷蔵庫， クーラー，テレどなどがふくまれるであろ

う。しかしながら投入係数は，個々の製品の生産工程の違いを無視して電気
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製品部門として計算される。そのため，産業連関表は，厳密にいうと，その

ものとしては現実に存在しない抽象的な生産工程を夜定することになる。投

入係数本来の経済的意味からいえば，それは異なる使用価値をもっ製品のひ

とつひとつについて与えられるべきである。そうすることによってはじめ

て，この係数は，現実的意味をもつのである。

第3に投入係数が一次同次の生産関数の一種とみなされるということにつ

いて，これをあらゆる部門に普遍的に妥当する仮定として採用するならば，

単純化もいきすぎになる。生産関数の一次性の仮定とは，投入量と産出量と

が正比例の関保にあるということを意味している。しかし，現実には，この関
24) 

係がだいたい成立する部門とそうはいえない部門とがあるO また，投入係数

が同次性をもっということは，産出量に比例しない投入量というものが存在

しないということを意味している。しかし， このことの前提は，ある生産物

の産出量と独立に投入される国定費用部分，たとえば工場の照明用電力など

を無視することにほかならない。

産業連関分析の特殊な「構造」把慢の仕方は，それ自体としても異論のあ

るところであるが，一歩ゆずって産業連関的「構造」認識の範囲で対象を考

察した場合にも，この項で指摘したようないろいろな留保があることを忘れ

てはならない。

4 産業連関分析による経済「機能j分析

産業連関論は，それが経済の「構造J分析とあわせて「機能j分析もでき

るという点をしきりと強調する。しかし，ただ「構造j分析と「機能」分析

とによって経済の二面的考察が可能であるというだけでなく，産業連関分析

では両者が有機的に統一されているといわれている。こうした規定のなかに

ある「機能」分析の「機能」とはそもそも何を意味するのであろうか。

本節では，産業連関分析による「機能」分析のポイントがこの分析方法の

特色のひとつである逐次的波及過程の把彊にあると考えて，その性格づけを

おこなうことにしたい。ここではこの性格づけを， とくに逐次的波及過程の
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この分析方法にしめる地位と役割とを，やや遠まわしなやり方ではあるが，

いわゆる均衡産出解の算出方法と結びつけて考察する。

。均衡産出解の算出方法の意味
① 連立方程式による解法

産業連関分析において均衡産出量の解法は，おおきくわけて 3とおりある。

ひとつは，産業部門ごとに成立する η個の需給パランスを n元一次の連立方

程式におきかえたうえで，これを消去法によって直接に解くという方法であ

る。第2の方法は，aijを行列要素とする行列Aから出発して逆行列(I-A)-1 

を導出し，これを利用して解をみつけていく行列計算を用いた方法である。

第3の方法は， くりかえし計算法といわれるもので最終需要が与えられた場

合，それが部門ごとの投入量に影響を与えていく過程を何度もくりかえして

計算する方法である。以下では，まず，それぞれの計算法を紹介しながら，

それらの計算法の意味をみきらかにする。

まず，連立方程式による解法を考察してみよう。

産業連関分析の基礎となる一般的な構造方程式を利用して議論をすすめる

ことにしよう。

X1 = al1X1 + a12X2 +……+α1iXi+…… +a1nXn十Y1
X2=a21Xl +α22X2十一・・・・十α2jXj+…・・・十α2ηXη 十Y2

Xi=ailXl十ai2X2十一・・・・十αijXj十一一・十αinXη+Yi ..........・・(1.1)

Xn=an1X1+仇 2X2+……十anjXj+…・一十annX，η 十Yn

この式をれについての式にするために，移行整理すると

Y1 = (1-al1)X1-aI2X2...... -a1jXj…・…ー…-al冗Xn

Y2= -a21Xl + (1-a22)X2.…一一α2jXj". … -a2nXn.........…(1.2) 

Yi=-ailXl一αi2X2...…+(l-aii)Xi..…-aiηXn

Yη= -an1X1 -an2X2...…-aηjXj……十 (1-ann)Xn

この体系は n個の未知数をもっ n元一次の連立方程式である。投入舘

数aijは，技術的に所与のパラメータである。したがって n僧の最終需要
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Y
" 
Y2，……，Yη が外生変数として与えられれば， この連立方程式には，

当然，解が存在する。

この解のもとめ方は，通常，消去法とよばれる方法によっておこなわれる。

まず，はじめに第n番目の方程式から Xη を他の (n-1)個の変数であらわ

し，これを残りの (n-1)個の方程式に代入してXnを消去する。次に，第

〈η 1)番目の方程式から， Xト 1を他の (n-2)個の変数であらわし，これ

を残りの仰の留の方程式に代入して X←1を消去する。以下， 同様にこ

の手順をくりかえしていくと最後に X，が残り，その値が決まる。 X，が決ま

ると，今度は逆の計算操作を経て，次々に X2，X3，……， X.π の値が決まっ

てくる。これらの解が，各産業部門ごとの均衡産出量である。

たとえば， (1. 1) (1. 2)式において，X;(i=1，2)， Y;(i=1，2)， aii(i，j= 

1，むという簡単な例を想定するならば， つまり国民経済がただ2個の産業

部門からなると仮定してみると，

(1. 1)式は，次のようになる。

αllX，十lZ'2X2十五=X，

a2'X，十α2ZX2十九=X2
これをは.1)式のように Y;についての式に整理すると

(1-lZ心X，-lZ'2X2 = Y， 

lZZlX， + (1-lZ22) X2 =九

となる。

この連立二元一次方程式は，次のようなf揮をもっ。

...・H ・..……(1.3)

-…………(1. 4) 

X，=…一一一一一1-lZ2 十 α12 
(l-lZ11) (1-lZ2z) -il12il21 A J.' (1-ill1) (1-a22) -aI2a21 

・・(1.5)
1-all X.=一一一 a2----.:-Y，十

(l-all) (1-a22) -il'2il21 '.L 1 -， • (l-all) (f=a22) -a12a21 .L 2 

連立方程式を T~1接に解いていくという方法は，方程式と未知数の数が少な

ければ少ないほど容易である。逆に，連立方程式の体系がかさばればかさば

るほど，それだけ計算作業は手におえなくなる。実際の産業連関表は， 100 
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この得j去によっをこえる産業部門からなることも珍しくない。そうなると，

不可能となる。て均衡産出量をもとめるということは現実には，

この式はもし Y，注意してみると，ところで，(1. 5)式の解にもう一度，

どのようにと九の探数があらかじめもとめられているならば，

それに応じて均衡産出量またどのようなバリアントをとろうとも，変化し，

逆行これは，を機動的にもとめることができるということをおしえている。

列計算による均衡産出量決定に継承されていく考え方である。

行列計算による解法

多部門からなる産業連関分析に，単純な代数計算の方法を適用することは，

② 

膨大な時間と労力を必要とするので適当でない。産業連関分析は，機動的に

できるだけ経済の予測と実証に役だたなければ意味がないから，

このようなもっぱら要領よく簡便におこなわれるほうがよい。行列計算は，

計算の簡密化という観点にたって使われる方法である。

(1.1)式を行列のかたちで記すと

X=AX十Y…………………………………・・ 一...…(2.1) 

となる。

日

Y2 
Y=' 

Yeる

al1・・・ ..alη 

G

・

1
ムヮ“α
 一

一A
 

fこだし，

，X1¥ 
X=I~2 ! 
(xJ αnl・・・・..ann/

である。

(2， 1)式から，次式をみちびきだすことができる。

(I-A)X=Y………………………………………・・ (2.2) 

(1.2)式における未知数Xiの係数を行列表示したこの行列 (I-A)は，

他の要素が Oである単

位行列Iから，投入係数行列Aをさしひいたものである。

対角要素がすべて 1で，また，ものである。それは，
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i a11・・・・・.alrる ¥ 0...…0¥ 
|α21…...a'n 1 ・・・・・・o1_ i--z 日

o.・・…1 " -・.....，'""'nl 

1 

O 

O 

I-A= 

(l-all) -a1Z.....… -a1η¥ 

(1-az2)一…"'-a2n
・…………一・(2.3)

α21 

• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 

-a叫…… (l-ann)αn1 

(2. 2)式を未知数Xjの行列Xについてとくと次のようになる。

X=(l-A)-ry......………一……'…………一一 (2.4)

-ぺ

υつ“
/
t

、

V巴川
V巴U打
MJJ.::.:.Y

(1-α心 a'2………-a1n
lα21 Cl-a2J………-a:2n 

すなわち

一一

L

L
・
--vh -a叫…… Cl-anη〉一-anl

最終需もしいったん逆行列 (l-A)-lをもとめておくならば，この式は，

(l-A)-1をYに乗ずることに要ベクトノレ Yがどのように変化しようとも

ただちに未知数である各産業部門ごとの産出量ベクトルXをもとよって，

ということを意味している。前項の末尾でふれた原理がめることができる，

ここにあらわれている。

)it! この逆行列がただ計算の簡便化のための手段にすぎないということを，

行列の数学的性質にたちいって検討してみよう O

逆行列はスカラーの演算における逆;誌に相当す比F命的な言い方をすれば，

ある演算において次のような役

という一元一次方程式があったとしよう。

いうまでもなくZZ2である。

一般にこの逆数というのは，

ax=bCαキ0)割をはたす。いま，

ところで，る。

もし右辺のところで，この未知数 Zの{直は，

当JJ:C，d ，G E一一 一一...
a' a' a 

この植は，いったんax=b(あるいは c，d， eなど)(αキ0)

z=jをもとめたうえで，すなわちあらかじめ Gの

Zの{庄は，bがc，d， e……というように変化した場合，

と変化する。さて，

の右辺を 1におきかえ，
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これに b，c， d， e，……を乗ずることによって

1..7  d E×dzE，……にひとしい。未知数 Z

逆数tを計算したうえで

c， d， e，……のいろいろな変化に応

1 ， b 1 
えられる値lixb1F7i×c=五'

の係数Gの逆けは，

じて Zの1置を定めていくさいの基数となっている。

ここで右辺b，

逆行列はこの逆数と同じ役割をはたす。この点を次の二元一次の連立方程

式の計算手続きのなかにみてみよう。

全く任意、の連立方理式をたとえば次のように想定しよう。

(3Z十4y=31
x十y=9

…(2.6) 

前項で述べたふつうの消去法を用いて計算すると x=5，y=4 この備は，

というf符をもっ。

を分解すると

(払十M
x1十Yl=O

(2.6) 

ー一 …(2. 7) 

e日 2ニ0
・・…(2.8)

x2+Y2=1 

それぞれの解は向=-1，という二組の連立方程式をえることができる。

Yl=lとねニ4，Y2=-3である。

行列式に書きあらわすと次のように左辺の連立方程式の未知数の係数は，

これを行列 Aとよぶことにしよう。なる。

q
J
1
i
 

l--tftsa--

、、
一一A
 

次のような単位行列(2.7) (2.8)式の右辺を行列式にかきあらためると，

となる。これを行列Iとよぶことにしよう。

逆行列の定義から，
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(::)(;;:;)=(;:) 
が成りたつ。

したがって Aの逆行列 A-lは， (2. 7) (2. 8)式の解を要素とする行列と

同一である。

/-1 4¥ 
A-'=!. ~) ………・…・………………・・ ・…・………………(2.12)
¥1  -3/ 

こうして，この逆行列A-lをもとめておくと，右辺の値がどのようにかわ

ろうとも，ただちに解をえることができる。たとえば (2.6)式については，

(1 弘 /31¥ け x31+4x9¥/5
111l j i)(213〉

1 ~.3/\9/\1 x 31-3 x 9/¥4 

となり，連立方程式を直接といてもとめた髄と全く向じ値がでてくるC

このように行列Aの逆行列A-lfこたいする関係は，ある数 Gの， その数

の蹴Jにたいする関係と同じ数学的意味をもっている。
逆行列を用いて連立方程式を解く理由は，解をうる手続きの簡便化という

点につきる。

一般に，ことなる右辺の値をヴアリアントとしてもつ数種の n元一次の連

立方程式を解く数学的方法は，①代数計算によって与えられた右辺について，

そのつど一回ごとに解いていくというやり方と，②方程式の未知数の係数を

要素とする行列からその逆行列をもとめ，これに与えられた右辺を乗じてい

く方法と 2とおりある。問題は，それぞれの計算手続きの煩墳の度合が，

計算量の多少にどのようにあらわれるかということにある。

n3十n2
だいたいの計算量を示すと ①の場合では 回の乗除算を，②の場"e:I V -" "/，/J 1--1 "-~ 0- 2 

合では (η3+η2)@]の乗除算を必要とするといわれている。これは，ひとく

みの n元一次方程式に要する計算最である。右辺にくるヴアリアントが少な

ければ，あきらかに①の方法が②の方法よりも有利である。しかし，右辺に

ついて多くのグアリアント計算を必要とする産業連関分析のような問題に関

していうと，右辺を 2回 3回……と変えていくと，①の場合には，
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一一一一 x2=が十がト口 3 一一一一一一} …一一i{(η3;n2) x 2=n3+n2} [0， {(n3~ n
2

) x ー叫が)l田{(告が)J"-'"" l¥ 2 J"v 2 J'='> l¥ 2 

円仙が〉

合には， (切n3+2初n2勺〉回， (η3+3n2) 田， (η3+4n2) 回， ……というように計

算最が噌大する。つまり，右辺を変える毘合が多くなればなるほど， さらに

その場合nが大きければ大きいほど， したがって産業連関分析において均衡

産出量のヴアザアント計算がふえ，さらに産業連関表を構成する部門が多け

れば多いほど，②の行列計算を使ったほうが，計算量は相対的に少なくて済

むということである。産業連関分析に行列計算が適用される理由は.ここに

ある。

しかし，この方法は，均衡産出量がどのようにして決まるのかを一切問う

ことなく一般解を直接にもとめることになるため，換言すれば最終需要の各

産業部門の産出量への波及過程は無時間的，無謀介的に処理されるため，産

業連関的「機能」分析の特性をこの方法にもとめることには一定の問難をと

もなう。

③ くりかえし計算による解法

これまで，均衡産出量をもとめる 2とおりの解法を紹介してきた。それら

は，いずれも純粋に数学的な手続きをふんでおこなわれた。これらの方法

は，産業連関分析における波及効果としての大きさを波及のプロセスの態様

を一切問うことなしもとめることができた。したがって，これらの方法は，

もとめるべき均衡産出解の一般解を「理論値」として厳密に定めるという点

で大きなメワットをもっている。とはいえ，それらは，産業連関分析に特有

の波及のプロセスそれ自身を反映するという装置をもっていなし、。

これにたいして，これから述べるくりかえし計算法は，計算手続きが非常

にやっかいであるという欠点，またもとめるべき解が近似的にのみ定まると

いう難点をもっているものの，産業連関分析において陪題となる波及のプロ

セス，すなわちこの分析が問題としてとりあげる経済の機能f均側面を定性的

に考察するのに適している。なぜなら， この計算法は産業連関分析が反映
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するという波及効果がいかなるものであるかを一目瞭然と示すからである。

くりかえし計算法を，予備的考察のところでかかげた簡単な数値例によっ

て示してみよう。このモテ、ルは，次のようなものであった。いま，このモデ

ルにおいて最終需要がAについて

60単位，Bについて 100単位，す

なわちそれぞれもとの最終需要の 2

倍に変化したとしよう(表5)。そう

すると，この変化が中間需要に霞接

及ぼす第1次波及の影響は， まず，

新しい最終需要と投入係数の数値を

ひとつひとっかけあわせることによ

ってもとめることができる(表的。

この計算は，新たに外生変数とし

て与えられた最終需要がA部門の

生産物にたいして 35単位 B部

門の生産物にたいして 70単位の需

要を追加的にっくりだしたというこ

とを示している。くりかえし計算法

はこの追加的需要が再び投入係数を

介して別の需要を形成するというプ

ロ七スをたどりながら(表 7)，まさ

にこの間接的需要の形成過程を逐次

波及の過程としてあらわす。

以下，同様の計算が無限にくりか

えされるが，その計算結果のみを表

にして示すと表8のとおりである。

表 8は， くりかえし計算法を 10

@おこなって算定された間接需要を

表 5簡単な数値による産業連関モデノレ

表 6

A 

B 

105 

戸川

υ

n

U

3

7

 

A 

B 

表 7

-つ
0・20×7ol 払 75

0・40x吋 45・50

-i6825 

B 

;h:;;;2:;:l 
B 

0.20x45.51 14.79 

0.40X45.5i 乱 58

44.37 
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表 8

2 I 3 I 4 I 5 I 6 I 7 I 8 I 9 10 I 計

35122.751 14.751 9.621 6.261 4.07i 2.651 1.721 1.121 0.7 ・・・ 97.59!11[|||;| 701 45.501 29.5 此 2312 50 8 13 5 29 3 45 2 2 1 1・引31 間 38 

ひとつひとつ記入したものであり，その数値は一定の規則性にのっとってし

だいに小さくなっていく。また，このことの同じ表現にすぎないが，毎回の

l間接需要の総和は， しだいにある数値にむかつて収束していく。この収束値

こそ，波及効果全体の大きさにあた

り，最初に与えられた最終需要がっ

くりだした間接的需要の累積総和で

ある。均衡産出量は， したがって，

最初に与えられた最終需要とそれに

よってひきおこされた間接需要との

総和である(表的。

表 g

A B 

100 

197.38 

297.38 

この数値は， くりかえし計算の回数がふえればふえるほど同じ問題を行列l

計算によって解いたときにもとめることのできる数値，A=159.9， B=300.0 

にむかつて無限に接近していく。

くりかえし計算法の|生質を要約しておこう。第1に，その方法は，計算方

法としては，連立方程式の 3つの解法のなかでもっとも素朴な形態である。

第2に，まさにそれゆえに，このくりかえし計算法は産業連関分析のいわゆ

る波及効果の性質を認識するうえで， もっとも明瞭な表現形態となってい

る。第3に，この方法は，近似解を得るにとどまるため，厳密な計算をする

という点からみると不十分である。最後に，この方法は，計算に労力と時間

を要するため，実際の産業連関分析に用いるには適当でない。

2) 逐次的波及過程の形式性と非現実性

さて，産業連関分析による波及過程，すなわち経済の「機能的」側面の分
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析は，ある一定の大きさの最終需要が外生的に与えられたときに，このこと

がまず各産業部門の中間需要にどのような影響を及ぼすか，さらにこの中間

需要が他産業部門の生産量をどのように， どれだけよびおこすか，再びこの

生産がどれだけの需要を他産業部門に要諒するか，この過程が無限にくりか

えしおこなわれた結果，当初の最終需要がどれだけ各産業部門にたいする総

需要を形成するか，またどれだけの産出量を喚起するか，という内容を反映

している。つまり，産業連関分析は，逆行列係数の経済的意味を最終需要の

1単位の増加が各産業部門の生産物産出量にたいして直接に，および間接に

もたらす効果であると規定する。たしかに，現実の経済過程において新たな

需要が，たとえば公共投資というかたちで経済外的に創出された時， この需

要が経済諸部門の生産量にたいして富接的なかっ間接的な波及効果をもっと

いうことは，それはそれとして事実の一面にかなったことである。しかし，

この過理が純粋にくりかえし計算法がフォローするようなプロセスそのもの

であるということを論証した文献は，いまだかつてない。

図lは，第2節第3項にかかげた

逐次波及過程を図解したものであ

る。現実の波及効果がはたしてこの

ようなエレガントなプロセスを経て

形成されるものであるのか(たとえ

それがある一定の規範的モデルにす

ぎないにせよ)，おおいに疑問が残

る。

国 2は，逐次波及過程の内実を別

の角震からわかりやすく示している。

図 1逐次的波及過程の一例 (1) 

丑ヨ
組

主主十

回

x(r1ドー-

x'l) rー

y， 

O 

Yr x:?) xJF :¥g何日産nUi!:

図2のなかから点娘で酉った部分だけをとりだして考察すると，波及過程

の性質は結局のところ等比級数の原理に帰着することがわかる。この部分は，

ある特定の部門(この場合は鉄鋼〉にたいする最終需要が l単位増加したと

きにその部門が直接に生産しなければならない生産物量と，この需要がさら
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図 2逐次的波及過程の一例 (2)

十 α + 
l 

d 十 …，.，=--一一
1-α 

に自部門内部に間接的需要を形成する結果，それをみたすために生産される

生産物量との和を示している。ここには，他部門の生産物を介して反作用的

にひきおこされる間接的波及は一切考慮されていない。そのためにかえって，

いわゆる産業連関分析の逐次波及の数学的構造を純粋に表現している。

図2によれば，鉄鋼を生産するためには，同じ産業部門からある量の鉄鋼を

原材料としてうけとり，この原材料は生産過程で生産的に消費されなければ

ならなし、ぃ£ 後者の大きさを鉄鋼生産I単位にたいして G単位〔αく1)

であったとしよう。そうするとただちにα単位の鉄鋼の消費が予想される。

さらに，この G単位のあらたにつけくわえられた要素をみたすためにd単

位の鉄鋼の消費がみこまれる。この過程は形式論理的にいえばかぎりなく無

限に続く系列である。そして，この過程は，鉄鋼需要の全体的大きさをある

一定の数誼にむかつて収束させる。産業連関論では各産業部門が?この需要を

みたすだけの生産量を必ず提供することができると考えるから，生産量も

要の大きさと同ーのある一定の数{直にむかつて収束する。この収束値は初項

を1とし，公比を G とする等比級数の和三五である。

このように逐次波及過程は，容易に等比級数という数理におきかえられる。

この意味でこの過程は数学的形式性にのっとって単純化されている。

それでは，~次的波及過程のこの形式住は，この過程の現実性と整合する
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ことができるのであろうか。このような数学的形式住を特質とす

おける波及過設は，それと

みいだすことがで診るのであろうか…一…この

あるc

なかに

こたえることが以下の諜

I
J

忍 している

ないのそのかぎり

ら，

もとよ丸、ておこなわれ

とは，いいかえると，

ある。}

とむ

ている。"すなわち，

そのものを盟r乏して， これをとみ

}の投入量をうめあわぜるため

るが，このことはたとえていえば

し，次に再び

るというようにおこなわれ

怠擦の達成のためにどれだけ

ヲ
向
、 していなければならないか してJいるのであっ

て，もし強いてカレン〆一的罷点から

ずる時間Jさ程， すなわち間額約に過去に測る誌を関過程ともさぎうべき」 もの

である。したがって，

るだけでは不十分で、あって，こ

はらわなければならない。

J
b
 
てーし、む

と

る
す

この的，そもそも

な波及

効果ま

のうち

るO このため，し=まかり

しえないという しておかなければならない。

かれるのであ

もと

をとらえたとしても，この分析方法ではひづく

とたび w したと る なる効

架をもたらすのかという側缶を分析するにはいたらない。
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さ

は，ただち

必ずそれにみあう をともない，
し

J
J」

よって吸収されるという

まさにそのことによって，さらに，次のよう

ひとつひとつ

しているの

をとっうじて

してとらえきれ

る

をもっている

そもそも

ヂ
J
品噌え

れノ

'
Y」

な

た
弘
司
」
。
こ

、
、
示
、

し

し

7
会

，
な
お
用

り

は

作

あ

で

ン

で

の

設

の

も

シ

も

な

ツ

る

純

ク

れ

単

わ

な

i

な
う
つ

V

}

ト
Am

お

る

という d 
廿 し、

もたなければならないという点をものがたっている。

このクッション作用と

れたとしても，もし

あれば，こ

わ
』ーが

とし え」

を?かかえている会業にむかうので

きだしによって吸叙され，ただちに

ないか，あるいはあっ
35) 

ても数々たるものであるということである。ところが，

庫の境問を議終需要摂段のひとつとして，すなわ

のであるから，現実の竣及~震謹における上記のよう

して分析をすすめるしかないのである。

在

る

無す

を

理

…

込

タ
て

ク
し

ア

ム

」

吋

ノ

5 主主業連関論的{随搭規定の

1) と均衡銭格分訴と

部格分析と と
~ 
~岸、 とする。

この前提は，投入係数が物最タームにもと

の特震が{溜絡を名良的にのみとりあっかい，

をえなかったということに由来する。

産出合析と{初格芳析と九一 おける

メカニズムと それとを対比してみると一回
、ョ，
Q 。

このこと するためには， を利用することが
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便利である。

部門ごとの均衡産出量は，第4節第1項で述べたように，次の手続きをふん

で決定された。まず，表10
産業連関表の一般的モデノレ表 10

のように，産業連関表示を
産出5十

VMi---VM------vh 

X1 

VHi--
・1
日

:
:
:
v
u

2・…一"'J一…....n1 
これをもとに産一殻化し，

X12・・・・・・Xij......ユ1n%11 1 
業部門ごとの販路構成を示

XZ1 XZZ・・・・・'XZj・・・・・・XZn

Xil Xi2・・・・・・Xij・・・・・5ifη

Xnl Xη2......xnj".....xnn 

ワ

μ
:
:
:
・2
・・

---n

すn本の方程式を考える。

記号は以下の内容をあら

わす。

X;:第t部門の産出量
Rz......Rj ..….Rn R1 付加価{直

Xi j :第j部門の生産物の

生産に必要な第t部門の生産物量

Y;:第t部門の最終需要量

....•.•. ...(1) 

X1 =Xll十X12十一..・・十Xlj十・ ... +X1η +Y1 

Xz =X21 +XZZ +一…十XZj十一 . +Xzr乙十九

X; =X;l +X;Z+'一・ー十X;j+......十X;η+Y;

Xn=Xn1+Xnz十.....・十Xπj+一・・十Xnn十 y，乙

第j部門の生産物1単位の生産に必要な第t部門の生産物量をしめす物量

的投入係数を

α 一主i.L
i} X

j 

...........(2) 

とする。

これを(1)式に代入すると次のようになる。Xij=aijXjであるから，

………(3) 

X1=al1X1十a12)ι+…一 +a1iXj+……+a1ηXη 十 Y1
X2=aZ1Xl十azzXz十……十αZjXj十……+αznXn十 Yz

X;=αilX1十aiZXZ十一・・・・十a;jXj十一・・・・十ainXn十 Y;

Xn=anlX1 +anzXz+"・…+anjXj十…・・・十αnnXn+Y偽

産業最終需要 Yiが外生変数として与えられる。投入係数 aijは，次に，
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連関表にもとづいて既知であり，固定的であることが前提であるから， (3)式

はn{聞の未知数 (Xh X2.…Xn)をふくむn元の連立方程式の体系にほか

ならないつしたがって， これを各々のXiについてとくと， 部門ごとの均衡

産出量がえられる。

ところで均衡価格の決定メカニズムは，産l:l:j高決定のそれと基本的に同ー

である。まず，各産業部門の費用構成に着目し，この部門への諸投入要素の

それぞれについて名目的な価格Pjを乗じて，物量タームの連関表示を価格

タームのそれにうっす。そして， これに同部門の付加師値額をくわえると，

次式がえられる。

PjXj=P1X1j十P2X2j十一・一・十PiXij十・・・…+PηXnj十(PoXoj +πjXj) 

=P1a1jXj + P2a2jXj +.一一十PiaijXj十・・・ー・+PηG川 Xj

+ (PoaojXj +πjXj)…………・・ ・…・……………………(4)

:.Pj =P1alj十P2a2j+…...+Piaij+・・・・・・+Pπα川 +(POaoj十πj)

(i， j=l， 2，……， n) ……ー……………………………(5)

fこだし

PoXojは，第j部門における費金

7rjXjは，第j部門における利潤

である。

Poaoj+πj =Rj (Rjは付加{回値〕とすると

Po =P1alj十P2a2j十……十Piaij+……+Pηαηj+Rj……………(6)

である。 aijと付加価値Rjを既知とすると第j部門生産物価格Pjは，次式

のように決まる。

Pj=AljRl+A2jR2十……+A川 Rπ ……………一…………・…・…(7)

Aijは逆行列係数である。

みられるように，産業連関分析における価格分析は，物量タームでとらえ

られる物量産出分析の波及過程とアナロガスな関係にある。しかも，価格は

物量的産業連関分本rrのシステムにたいしていわば外倶uから名目的に付与され

ているにすぎなL、。そのため価格分析といっても，価格が現実の経済現象の
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なかではたす独自の役割と機能，たとえば需給調整機能さえ，ここでは問題

となりえない。

しばしば，産業連関分析における産出分析と価格分析との関係は，数学的

に双対的であるという説明の仕方がなされる。それは，物量タームの産業連

関システムと{illi格タームの産業連関システムとを比較対照したときに，両者

における係数αijの並び方がたがいに転置の関係にあることから双対的であ

ると規定されるのである。しかし，双対性というのは，産出分析と価格分析

との切民frを前提としたうえでの両者の対応関係を行列の転置という表現によ

って形式的かつ事後的に説明するだけであり，経済現象の分析ないし理論的

解明から導出された結論ではない。

もっとも，厳密にいえば，価格分析における投入係数の定義式として

F; 
α ・・=-""~' a・・… 一……一一………ー………………… ……(8) 
リ Pi zJ 

を考えることもできる(ただし αijは儲格タームの投入部数〉。 この定義式

から，投入係数は，たとえ物量的投入係数a;jが回定的であっても F;jFjの

変化にともなって変化しうるという結論をえることができ，産業連関分析が

そうした意味での産出分析と価格分析との連繋， さらには{出格の能動的役割

を認めているという意見もある。

しかし，この場合にも，その説明は定義式から形式的にのみいえることで

あって，部門ごとの生産方法の客観的基礎を示す投入係数の本来的意味は，

a; jにある。つまり， この価格タームの投入係数の定義式においても， αり

はF;jFj よりも aljに重心をおいて理解されなければならない。価格変化

の役割は，名目的であり，かつ第二義的である。

最後に，もうひとつ連関分析の二分割性のもつ欠陥についてふれておこう。

それは，価格分析のシステムを物量分析のシステムの単純な模倣のうえに，

数学的にいえば双対関係にあるものとして考察すること自体が，モデルにあ

る矛窟をひきおこすということである。この矛盾は，物量的産業連関分析に

おいて，最終需要を外生変数として所与としたことから類推して， {fIIi錨的産

業連関分析においても，付加価値Rj， すなわち利潤， 労賃などの大きさを
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とすることによってひ

付加傾ifl盗事，

ける

」される。つまり産業譲関分析の

として取り認われる

との簡にみられる関係と

のである。

つj とはまさにこ

として絞り

として処理することの許容れない性格をもっj

された従来の語格分析のもつ欠訟の 1

ザ

ザコ 、，

39) 

2) と

しばしば，かつて O.ランゲが唱えたように，マノ1/クス

《
ノ
ト
J
酢 られて

はいえ，

したということであるO と

とをくらべてみると

たっているのにたいして，

している。

ぞれ と

をえないのであろうか。ま

されていないのであろうか。 v

と

なければな

らない。

ということは， 1作+m)=IIc[主主大

(c十mc)J

をもっている

にはl(v十m長十mv)出 11

とするマノレ

しなおしてみるとクJえ

たちどころに判UJJする。

マルクス 次のよう ら出発していた。

1 4000らや1000約十500mk1十400mcl十100mvlニ6000

II 1500c2 + 750V2 + 600mk2-ト100mc2+ 50mV2ニ 3000



産業連関論的経済分析の有効性について 岩崎 345 (845) 

I部門と II部門の不変資本C，可変資本 V，剰余価値Mのそれぞれの諸

範需は，使用価値視点からみるとそれぞれ素材としての生産手段であり，消

費財である。佃i値視点においては，それは C，V， Mの3つの{函館からなっ

ている。再生産表式はこのことによって社会的手写生産の統一的表現となって

いる。そして南部門は I部門の労働者に対して支払われる賃金と資本家の収

入がII部門の消費財からなる商品資本と交換されるという関係において相

互に結びついていた。

この再生産表式を産業連関表示形式に翻訳すると表11のようになる。

il:JZ;;l-l151 
ilzロ|:::::[;;:l

;Nljjフ11il;
141J:::|11 
~ 1.1~ ~ ~ 

表 11

総 産 |ι00 ハ
リハU
A
U
 ，
 

つiυ生

6，000 

3，000 

ここでは再生産表式のなかで統一的に把握されていた社会的再生産の価値

視点と使用価値視点とは，産業連関表の行と列とにふりわけられることによ

って切掛されている。この切断によって第3象限にでてくる部門ごとの付加

価値の大きさと第2象限にでてくる部門ごとの最終生産物価値の大きさと

は， 一致しない。第I部門，第II部門の付加価値は，それぞれ2000，1500 

であるO これに対して第I部門の最終生産物価値は 500，第II部門の最終生

産物価値は 3000となっている。

なぜこのような不一致が生じるかというと，それは第I部門と第II部門と

の生産的連関が部門連関として第1行と第2列との交叉点にあらわれ， 第I

部門はその生産物〈生産手段〉 を第11部門に 1500だけひきわたし第11部
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門は逆に第I部門から 1500の第I部門生産物(生産手段〉 をひきとったと

いうかたちで表示されるが，再生産表式のなかに存在する第I部門から第II

部門への生産物流入のみかえりとしての第II部門から第I部門への生産物

の流入は第2象限の最終生産物の項目の 1部として表示されるからである。

換言すれば，産業連関的表示形式は部門相互のむすびつきを社会的生産物の

配分過程そのものにそくして表示しているのではなく，配分の結果的〈事後

的〉表示を特徴としている。再生産表式の重要な要素で‘ある資本と収入との

交換は，産業連関的表示形式を用いることによっては示されないのである。

しかし，まさにこの資本と収入との交換こそ再生産表式の陪積丹側面と使用

価値的側面との統ーを保障する鍵である。

叙上の点に再生産表式と産業連関表示形式との基本的相違がある。たしか

に両者は経済循環の包括的表示という共通の要因をもっているかのようにみ

えるが，それはあくまでも外見上の共通性としていえることであって理論的

側面での継承関係はない。

産業連関システムにおいては，以上のようにそれがよってたつ産業連関的

表示形式そのものの性質にもとづいて，価格分析はどうしても第二義的にと

りあっかわれる。それは産業連関表がもともと生産物の販路指成の表示を

礎とするようにくみたてられているからである。すなわち産業連関表によれ

ば部門ごとの費用構成にもとづく生産物の価値構成は行にそって与えられた

販路構成表を，今度は，列にそって読みかえたものにすぎない。

産業連関的価格分析のこのような第二義的位置づけと価格構成の費用掴格

説的内容は資本主義経済における儲格の役割にてらしてみても納得できない

ものであり，産業連関分析にもとづく価格分析の強弱性を初発のところで埠

定することになっている。

このことの指摘は，前項でみたように産業連関分析において物量システム

と師格システムとが数学的に転置の関係〈双対性)にあるというふうに説明

されたとしても決して撤回しえないものである。産業連関分析の価値的側面

と使用価値的側面との有機的統一の根拠について形式論的なつじつまあわせ
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のような解釈をおこなうよりはむしろ， 再生産表式との対照であきらかにな

ったように， 産業連関分析における価値視点と使用錨値視点との分離性をは

っきりと指摘して， この分析方法に経済分析としての一貫1生が欠如している

ことを述べることのほうがはるかに意味のあることである。

3) 資本の論理の捨象

最後に社会的再生産の産業連関的表示形式とそれにもとづく産業連関的価

格分析が，資本主義経済における緬格概念そのものの理論的把握と価格機能

およびその作用メカニズムの研究にどこまでたちいった考察をおこなってい

るのかという点について言及しておこう。

まず，産業連関論において価格の規定の仕方が無媒介的であることを指摘

し，次にこの無媒介i生が主として資本主義的商品経済の論理の捨象にゆらい

するものである点についてふれたい。

これまでに何度も指摘してきたように，産業連関誌では， {耐各は費用構成論

的観点あるいは生産費説的観点から生産物の販路構成のうらがえしの位置に

ある生産物の投入(支出〉構成においてとらえられている。すなわち， どの

ひとつひとつの生産物もそれが生産されるためには， 原材料となる生産物の

購入という行為を前提とするが，産業連関表では， この行為が総括されて縦

欄に示され， 生産物の価格はこの縦欄のます自の総和としてあらわれるので

ある。 しかし，産業連関表はもともとこれこれの生産物がしかじかの物量だ

け他の生産物の原材料あるいは最終需要の構成要素として生産的にあるいは

不生産的に消費されたという生産物の販路表現に適した， 物量タームにもと

づく表現形式をとっている。

このため産業連関表を綻欄にそって合計するといっても，物量タームで示

された個々の生産物をただちにそのまま総計することは不可能である。なぜ、

なら，異なった使用価値はそれぞれ独自の測定単位をもつからである。そこ

で，本来であるならば，当然これらの生産物の合算を可能ならしめるために，

何らかの儲値尺震を設定する必要がある。 しかも， この尺度はアプリオリに
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決定されるものではありえない。それは，それぞれの生産物を生産するのに

必要な労働時間という客観的基準にもとめられなければならなし、商品経済

のもとでは，労働時間という生産物相互を比較する基準は価値という表現を

かりて，あるいは鏑値の貨幣表現である価格によってとらえられる。ところ

が，産業連関論は，この生産物の相互に共通する内在的尺度を何にもとめる

かという問題を，生産物にどのような測定単位を外から与えるのか，すなわ

ちこれらの生産物を何によって評価するのか(消費者価格によるのか，生産

者価格によるのか〉という，あるいはまた資本主義経済のもとでの価格はど

のように形成されるのかという問題とは全く別の生産物評個という産業連関

表作成上の技術的問題に帰若させてしまう。これでは，価格の本質について

の経済学的接近は，深まりょうがない。なぜなら，価格について，それを生

産物評価の次元で議論するかぎり，このような問題設定は傾絡の本質規定と

いう経済学の問題を何ら必要とせずになりたつからである。

おける価格問題は，このように生産物評価という観点から，

また生産物の支出(費用〉構成という側面からのみとりあっかわれている。

そこには資本主義的商品経済のもとでの価格を科学的に，かつ理論的に規定

していくという手続き，すなわち値格とはそもそもどのような経済学的概念

であるのかという価格の本質の解明，および価格の本質と現象形態とのあい

だには客i観的に論理次元の明確な段階区分が存在するという認識にもとづく

価格の経済理論的検討は，欠けている。

これは uこ産業連関論による価格についての認識が論理次元として現

象のレベノレから一歩もでておらず，第2に，それが価格形成原理の解明にお

いて資本の運動という媒介的契機を一切考慮していないという意味で単純商

品生産社会を想定した議論になっているからである。

資本主義経済を分析の対象としながら，分析の内容そのものに資本の論理

とその運動の契機がはいってこないということは，実に奇妙なことである。

たとえば，ひとつの例として産業連関システムの価格分析においてある

部門の付加価値のー要素である労賃が増大した場合を考えてみると，産業連

私
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関論的{罰格分析は， このことがただちに逆行列係数を介してその産業部門は

もとより位産業部門にも波及して，これら諸部門の全般的価格水準をおしあ

げるように作用すると結論するC たしかに，ある特定の産業部門の労賃部分

の上昇は，支払能力ある需要の増大に他ならないから，このことが一時的に

いくつかの産業部門の供給をうわまわる需要を形成し，これらの部門の生産

物価格を高めるということもありうる。

しかし，通常，労賃の治大は，個別資本の一時的事象としてはともかく社

会的生産の一部または全体にわたるような価格の上昇に帰結すとるいうこと

はなく，利潤部分の減少に結果するだけである。くわえて，資本玉義経済の

もとでの労賞増大とそれがもたらす支払能力ある需要の形成が，産業連関分

析の前提するような外生的で、自立的な結果要因となり，生産規模不変という

状態のなかでしかも長期にわたって定着することはありえない。産業連関論

の想定する完全競争のもとでは，もしそういう需要の増大という事態があっ

たとしても，この需要増大はただちにこの労賃上昇があった産業部門への他

産業部「切ミらの資本流入による供給の増大によってうめあわされ，結果的に

価格はおよそ!日未の水準におちついていく。この一定の価格水準こそ，資本

が資本として運動することの結果定まる師値の転化形態としての生産価格で

あり，市場生産価格に他ならない。ところが，資本主義経済におけるこのよ

うな独特の価格メカニズムは，諸資本が部門間の利潤率の差をめぐっておこ

なう部門間競争，またこれら諸部門内の内部で展開される諸資本の部門内競

争の契機が忘却されたところでは生まれようがないのである。資本の連動の

考察がないということが，結局のところ産業連関分析をして価格の本質と現

象形態との区分とし、う認識のない平板な倍格分析に向かわせている。

独占資本の分析あるいは独占価格の分析に対する産業連関分析の無力性も

この議論の延長上にある。産業連関表は箇民経済を多部門に分割しているが，

そこには独占部門と非独占部門といった現代資本主義の本質的経済関係をと

らえる規点はない。したがって，産業連関分析による価格分析において独占

価格の形成原理などもとうてい対象となりえない。
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独占と非独占との間の師値の配分，あるいは独占間の価値配分の問題は，

現代資本主義論の焦眉の研究課題である。しかし，産業連関分析は，その出

発点から資本の論理がいかに貫徹するのか，その様式と形態にアブローチし

ていくすべをもっていないのである。この点は，現代経済学のー潮流として

の産業連関誌の重大な欠点であるが，従来あまり問題とされていなかったこ

となので，あえて特記しておきたい。

6 結 垣
間

本稿が最初にたてた論点に対する回答は，以上のとおりであるc この結論

は産業連関分析が経済の「構造J分析と「機能J分析に有効であり， しかも

2つの分析の視点がここでは統一されているとする現代経済学内部での通説

に単純にくみすることができないことを示している。

この結論をだすにあたっては，予備的考察のところにかかげた経済統計研

究会の会員諸誌の研究業績に多くを負うている。本誌は，この理論的遺産を

ふまえ前提するとともに，産業連関分析の分析手だてそのものを仔細に考察

するようにつとめた。

産業連関分析およびその理論について，ここでとりあげることのできなか

った論点は，まだまだ多い。たとえば，経済計画に投入係数を利用する場合

に時間的経過にTiSじてその修正が試みられるが，その試みの適否はどうであ

ろうか，また投入係数が本当に安定的といえるのかどうかそのテストがし、く

つかおこなわれているが，その方法と結論をどう評掴したらよいのか，とい

った問題がある。

これらの諸点についてのたちいった検討は産業連関論の批判的検討にかか

すことができない。今後の検討課題としたい。

〔註〕

1) W. Leontief， The Structure 01 American Economy 1919-1939: An Enψirical 

Ap戸licatioη 01Equilibrium Analysis， 1st ed.， 1941， 2 nd ed.， 1951.(IU III ~号・家

木秀太郎『アメリカ経済の構造』東洋経済新報社， 1959年〕。

2) ソ連邦中央統計局は，これまでに3つの部門連関ノミランス表を作成，公表している。
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対象年次は， 1959年 (HapO，UHoe X03iI詰CT君oB 1961 roぷy)，1966年 (HapO，UHoe-

X03iIHCTBO B 1968 ro且y)，1972年 (HapO，UHoeX03iI員CTBOB 1973 ro，Uy)である。

やや古い資料であるが次の文献も参照されたい。悶稔，宮J鍋践，高須賀義博，関恒義

「社会主義:耳障の産業連関パランスJW経済研究』第14巻，第3号， 1963年。

3) 第1白の産業連関分析にかんする国際会議は， 1950年にオランダにおいて開催さ

れた。会訟を提唱したのは， レオンチェフである。最近の第6回目の会議は， 1974年

4月にウィーンでおこなわれ， 500名余りの研究者が参加している。 この内容は， 以

下の文献しこおさめられている。

Advances in 1nμd-Out戸utAnalysis， Edited by Karen R. Polenske， Jiri V. 

Skolka， 1976. 

4) 遜商産業大臣官房調査統計部編『日本経済の産業連関分析』東洋経済新報札 1957年。

通商産業大医官房調査統計部編『昭和30年産業連関表による日本経済の産業連関

分析J告1]文社， 1962年。
行政管理庁統計慕準局『昭和35年産業連関表作成作業報告』全国統計協会連合会デ

1964年。

行政管理庁他編『昭和40年産業連関表作成作業報告』行政管理庁， 1969年。

行政管理庁{由主婦『昭和45年度業連関表』行政管理庁， 1974年。

行政管理庁他紙『昭和50年産業連関表一総合解説編一』行政管理庁， 1979年。

5) 経済全額庁縞l(l中期経済計国~ 1965 '9三。

6) 産業活動水準の予測については，たとえば次の文献がある。

通商産業省産業構造研究会編 Hl本経経の予測と計画一産業連関計直lモデノレによる

分析i東洋経済新報社， 1965 年。通商産業省『産業構造の長期ビジョン~ 1974年。

労働省は，各産業の労働・就業構造を産業連関分析を利用しておこなっている。

労働省統計調査部『労働力の産業連関分析~ 1965年，向『地域労働力の計量分析』

1967年，参照。

また，民間レベノレでは機械振興協会経済研究所も産業活動水準の分析，就業構造の

分析を独自におこなっている。

機械振興協会経済研究所『機械工業短期予測用多部門モデ、ルの開発と適用~ 1970 

年，参照。

これらは産業連関分析を利用した経済予測，実証分析のほんの数例であるO

7) 筆者~:t，現代経済学の名称のもとにさしあたり 1950 年以降の近代経済学の新しい

潮流，すなわち線型経済学， ワノレラス均衡理論の発展としての勤学的安定条件論，厚

生経済学，言1-:2室経済学，一般システム論などを考えている。 ζれらの経済学における

「近代理論jの方法論的，理論的特質については『講座・現代経済学批判(I) (ID (血H

日本評論社， 1975年，を参照されたい。

8) l'産業連関論jが経済理論としてはたしてどれだけの意味をもちうるのか， につい
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ては疑問なしとしない。しかし，*穏でトワーノレとしての産業連関分担?から区別して

産業連関論という場合には，産業連関表および産業連関分析にかかわる数理技術的方

法の開発，その方法およびζれによって与えられた定理の正しさについての証明，こ

れらの方法を他の経済モデノレと連動させる試み，また従来の近代経済学理論との関連

の解明などを総称したものを念頭にいれている。

'9) わが障の産業連関論についての代表的文献としては，森鴎通夫『産業連関論入門J

創文字土， 1956年，市村J其…『日本経済の構造』創文社， 1957年， 宮沢徳一『経済構

造の産業連関分析J東洋経済新報社， 1963年，金子敬生『産業連関の理論と適用』日
本評論社， 1967年，などが有名である。 なお， この分野の最近の成果をまとめたも

のとして金子敬生編『産業連関分析』有斐閣， 1976年がある。

10) レオンチェフの『アメリカ経済の構造』は， 1958年にソ速に翁訳紹介されている。

これにたいするソ連の経済学者のがわからの批判としては，たとえば次のようなもの

がある。

ブリユーミン『近代経済学の再検討(下)~東洋経済新報社， 1961年， 第9章(た

だしこの主主は， ヴュ・シュザアベントフが執筆している)0 A. AraH6er5lH， KHHra 

6yPiKya3Hblx 9Ko.Ho.MHCTo.B 0. MeTo.江e“3aTPaTbl-BbmycK"・“口J1aHo.Bo.邑 Xo.311員C

TBo." No，8， 1959， B. 5e且KHH，11. 5HPMaH， KHHra aMePHKaHCKHX 9Ko.Ho.MHCTo.B 0. 

MeTo.且e{3aTPaTbl-BbmycK rrPo.瓦.yKなHH}.“Bo.rrPo.CbI9Ko.Ho.MHKH" No，6 1959， C. 

HHKHTHH， B. J1eo.HTbeB H江p.1Hcc瓦e)lo.BaH妊耳 CTPyKTyPbIaMePHKaHCKo.註 9Ko.H" 

o.MHKH. Teo.peTH耳eCKH註H 9MrrHP狂可eCKH註aHaJlH3 rro. cxeMe 3aTPaTbl-BbmycK>>. 

“BeCTH狂KcTaTHcTHKH" No.b. 1959. 

しかし，これらの批判は，一方で産業連関論の俗流経済学的基礎，イ4~f11リ弁護的性格

を指摘しながらも，他方ではその数理形式的側面についてはイデオロギーから中立的

であるとして， トヮーんとしての産業連関分析を社会主義の経済計画に適用しうる乙

とを十分な論証もないままに強調している。乙のかき、りで， ソ連の経済学者の産業連

関論批判は，たぶんに近代経済学の理論に妥協的になっている。事実，これ以降，あ

るいはほぼζの時期に，ソ連では部門連関パランス分析という産業連関分析とその基

本においてかわると乙ろのない方法を由民経済の計函化のなかに積極的に導入すべき

ζ とが提唱されている。

11) レオンチェフは，当初，産業連関モデルをクローズド・モデルとして示した。そζ

では，消費財もふくめてすべての財とサーピ、スは，中間財として処理され， したがって

あらゆる経済活動がモデ、ノレ内部で説明されていた。しかし，のちに家計，政府消費，

輸出などは「最終需要Jとして一括され，モデルの外にだ‘されるようになった。 ζれ

は，オープン・モデノレとよばれる。現在では，後者のそデ、ノレが一般的になっているの

で，本稿でも産業連関分析をオープン・モデルによって説明する。

また，産業連関モデルは，物量タームによるものと価終タームによるものとで二種
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類にわかれる。本文中でもふれるように，基本は前者にある。表1で用いたモデノレも

物量タームにもとづいている。本来であれば，それは物量タームにもとづくかぎり，

縦欄(列〉にそっての合算は単純にいかない。しかし，産業連関分析の基本的手続き

を説明するかぎりでは縦列にそって合算をお乙なっても(あくまでも生産物の物量を

そのまま貨幣表視したものとして〉問題がないので，表1は一応， ζの合算による結

果を投入計として与えている。

12) 光谷一二三氏は，経済統計研究会編『社会科学としての統計学一日本における成果

と展望~ (~統計学』第 30 号，創刊 20 年記念号〕度業統計研究社， 1976年，のなかの

第8章「国民経済計算論」のと乙ろで，これまでの研究成果を要約されている。 ζれ

にたいする長屋政勝氏のコメントとゐわせて参照されたい。

13) 111田喜志夫「産業逮関論の検討J~統計学』第 7 号， 1957年。同「産業連関分析の

基本性格J~再生産と国民所得の理論』評論社， 1968年。聖子沢正徳「静学的産業連関

論と:再生産表式(1)(2)J~経済論叢~ 98巻6号， 1966年， 99巻4号， 1967年。長屋政

勝「レオンチェフ淫論の均衡論的性格 L. Walras， G. Casselの一般均衡論よりみ

たレオンチェフ理論の学説的検討 J ~北大経済学~11 号， 1967年。向「投入係教の

学説史的系譜J~統計学』第 18 号， 1968年。向「産業連関表における投入係数につ

いて」内海庫一郎編『社会科学のための統計学』評論社， 1969年。 i司「産業連関論」

111田喜志夫編『講座・現代経済学批判(3)~ 日本評論11:， 1974年。

14) ただし論者によって若干のニュアンスの差がある。光谷一二三， 前渇論文， 293~ 

294ページ。

15) もちろん，これらの批判は，批判のための批判を意図したものでも，産業連関表が

ひとつの統計表としても一切価値をもたないというニヒリスティックな立場にたつも

のでもない点について注意をうながしておきたい。批判の論点、をふまえたうえで，産

業連関表をくみかえ， 日本資本主義の再生産構造を解明した試みもある。山田喜志夫

「再生産と産業連関表J~再生産と国民所得の理論J 評論社， 1968年。 なお， 経済統

計研究会の会員の他にもこうした試みはいくつかおこなわれている。井村喜代子，北

原勇「臼本資本主義の再生産構造分析試論 1• II J ~三回学会雑誌』第 57 巻 7， 9， 

10号，第59巻6，10号，第60巻 5，7， 8号。

16) たとえば，市村異ー『日本経済の構造』創文社， 1957年， 第5主主「日本経済の産

業連関分析」。

17) P. N. Ra百mussen，Studies in lnter-secforal Relations， 1956. 

18) 金子敬生，関崎不二男 f産業連関の経済学』春秋社， 1964年， 207ベージ，から借

用。

19) 宮沢健一『経済構造の連関分析』東洋経済新報社， 3ページ。

20) W. Leontief， The Structure 01 American Ec捌 omy1919~1939， 2 nd ed， 1951， 

p.3. 
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21) Ibid.， p. 143. 

22) 長屋政!日:1i産業連関表における投入係数についてJ内海路一郎総『社会科学のため

の統計学J評論:也 1973年， 347ページ。

23) たしかに，現代経済学者のなかには「近代的な産業は巨大な資本設備を使用し，近

代的な技術を応用して生産を行うために，一定の技術を前提とするかぎり，生産様式

を急激に変えることはむずかしく inputの結合の比率は殆んど不変であって，

inputとoutputとの間に一定の比例関係を仮定することは， 現実的にも， 十分に承

認されるJという意見をもっ人もいる。〈二階堂副包『現代経済学の数学的方法』岩

波書広， 1960年， 9ベージ)。乙の意見は， 投入係数の背後にある現代資本主義の生

皮過程の特質について言及しているという点で正しい。しかし，そのことの指摘から

ただちに投入係数回定性の仮定の妥当性をあわせて指絡している部分については，疑

問なしとしない。むしろ，現代資本主義は，生産構造の高度化，技術の変化を必然的

にともなうから，投入係数回定性の仮定を承認する乙とは，経済を静止したものとし

てとらえるという一面化をともなう。(山田喜志夫「産業連関論の検討Jrf統計学』第
7号， 1958年， 23ページ〉。

24) 尾崎~~ !競技の経済性とレオンチェフ投入係数の変イヒJu'三回学会雑誌』第59巻第

9一号， 1966年， 42ページ。山田喜志夫「産業連関分析の基本性格Jl!再生産と国民所

得のJdldftuJ評論社， 1968年， 293ページ。

25) H. Platt， L吋ut-OuttutAnalyse， 1957， SS. 60~63. 

26) 宮沢健一『経済構造の産業連関分析』東洋経済新報社， 1963年，第1章。

27) 乙の節を書くにあたっては，次の文献が参考になった。通商産業大臣官房調査統計

部編『日本経済の産業連関分析一産業連潟総合報告書一』東洋経済新報社， 1957年。

市村主主一潟『産業連関論の応沼』大阪大学経済学部役会経済研究叢書第13i市， 1958 

年。

28) 10元l次の連立方程式をひとりの力でとくには， 少なくとも 1週間はかかるとい

う経験がある。(市付兵一『産業連関分析』関西経済連合会叢書71，1950年， 40ベー

ジ〉。

29) 部門分類f1，次のようになっている。昭和26年表， 行182部丹×列 182部門。昭

和30年表， fj 310部門×列278部門。昭和35年表，行453部門x列340部門。昭和

40年表，行467部門×列341部門。昭和45年表，行541部門x列407部門。昭和50

年表，行 558部門x列411部門。

30) 通商産業大臣官房調査統計部編，前掲書， 547ベージ。

31) 里子沢正徳 1I移学的産業連関論と再生産表式(2)Jl!経済論叢』第99巻第4号，1967年。

54ベージ。

32) 福岡疋夫「投入産出分析(2)ー逐次解法その他 J 11三回学会雑誌』第48巻第7号，

1955年， 35ページ。



33) 家本秀子主;三;;

年， 87ページ。

34) 笈沢悠一

35) 沢{進一，立さ詩書，何ページ。

おi時 355(855) 

Q開題点J限民経液凝誌A~容 110 巻第 1964

春秋社， 1974受ふ 148ページ。

36) W. Leontief， 0戸.cit.， pp盈 188~1弘

37) 以1133喜去、うだ U"fl子生:立をとi翠民毎号待の環論J評論社 1き68
ゴミミ， 278ζージ。

38) この双;<~'l~主と L 、う考え方をま， EE3長波関分，祈念総~1計説法に連動していくうえでのひ

とつの姿件とな〆3ている。線主主計額法でし、う物王室システムの背後に作動るシャ;ご

ウ・ヅライスというお題意識，あるいは康問怒 (primalprobl悲m)に対する双対際

(dual problem)の設定という問題窓織は， ffi挺盗塁塁ニE“デノレにおしぺも考えるこ

とができるからでみる。(通路渡来二大使官房認交統計百iif扇伊奈字詰30年度ffi業連関苦言に

よる日本経採の建議連関分析3斜文社， 1962年. 128ベージ。〉

39) 1¥者向一安全-rZiU術変動と議途爵j金子数生紙IrB主主義惑問分析;fr斐関. 1976年，
121~122 ベー

40) O. J1aHre. H巴KOTOPhl号 coo6p設，KeHH河口oa狂在耳終3y6aJ1aHCa 3邑TpaT筏 BhllIyむK証
nPo立yKIJ:HH.“πPHM日J:Ielme M註T告主主aTHKH B 9KOHOM!主主主eCKHXHCCJl日且OH呂HHiIX"， 

Moc廷Ba，195弘子之さき波祭連関分析をマノレタス蒋主主緩論の発淡とみるランゲの.R.鮮は，

次の文夜えによって批判されている。 ゑオく純弘山iぷ今主主?容没学的格別

『経済評論 1諮5年 1月号。

41) B. C. )la江am!.3KO認。終培ξCKHeMOλeJIH CO災盗塁JllfCT路司巴CKoroBocnPo日3話O，llCTBa.

42) 
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新評論， 1968糸 53ページ。
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付表 1 昭和50年産業連関表(生産者価格， 13部門〉 (単位 億円)

中 間 需 要 最 終 需 要 80 76 77 90 97 央信F 考

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 68 69 70 71 72 73 74 89 需 要 (控除〕 (控除〉 輪 入 国内 99 

農林 鉱産品 製造工 建設 電カボ気・ 譲:
不動 運輸・ 公務 サー 事務 梱包 分類 小計

外家費出計消支 民支消 間費出 府一支般消政費出 本固圏形定内成総資
在庫 輸出 計 J口b‘ 計 輸 入 関税 J口b‘ 計 生産額 国 内

ス・
産賃

水産品 業製品 水道 通信 ビス 用品 不明 純増 総支出
貸料

01 農林水産品 13，936 41 99，590 372 。 。 O 3 。6，603 。 01 2，549 123，094 659 31，462 O 891 3，824 461 37，298 160，392 - 29，512 - 498 - 30，010 130，382 6，629 

02 鉱 産 ロpロ 1 43 85，442 6，590 8，275 O 。 2 9 40 。 01 1，860 102，262 。 32 O 01 -1，679 114 - 1，533 100，729 - 84，202 -1，413 - 85，615 15，114 - 87，148 

03 製造工業製品 25，225 1，291 592，054 123，358 12，879 13，118 79 69，276 6，769 59，186 4，497 7，199 19，579 934，508 12，775 259，169 01 131，617 1，514 158，071 563，146 1，497，655 - 61，499 3，629 - 65，128 1，432，526 485，243 

04 建 設 211 26 1，452 84 1，589 898 17，499 732 744 1，740 。 O 6 24，980 O O 01 315，759 。 O 315，759 340，739 。 。 。340，739 315，759 
中 05 電気・ガス・水道 333 361 23，966 2，325 1，309 3，280 142 2，967 807 8，232 O 561 1，763 45，541 31 16，461 4，396 。 。 26 20，887 66，428 5 01 - 5 66，423 20，879 

保商険業・金融・ 5，704 932 88，448 24，834 3，531 29，106 288 19，300 8，548 20，724 1，739 1，104 10，693 214，950 5，471 271，870 01 26，762 1，236 8，693 314，032 528，982 - 3，301 01 - 3，301 525，681 305，261 06 ・不動産
間
07 不動産賃貸料 581 106 5，064 1，693 453 24，344 O 4，022 535 5，146 。109 O 42，052 。 O 。 O 。 。 O 42，052 。 O 。42，052 O 

08 運輸・通信 3，493 3，626 35，594 17，153 2，259 23，405 83 23，355 4，454 11，102 220 261 11，067 136，072 369 69，453 O 2，633 316 24，424 233，267 - 12，430 01 - 12，430 84，396 
投
09 公 務 。 。 O O 。 。 。 O 01 0 O O 。 O 。6，277 79，534 O 。 85，812 85，812 。 O O 85，812 85，812 

入
10 サービス 56 101 25，895 7，588 1，018 17，701 345 3，531 I，783| 山 90 O 541 3，806 76，869 47，519 198，281 63，292 O 。 309，967 386，836 - 2，943 01 - 2，943 383，892 259，505 

11 事務用品 50 20 2，876 283 130 1，400 3 369 240 777 。 5 304 6，458 O O 。 O 。 。 。 6，458 O O 6，458 。
12 梱 包 211 1 10，384 。 。 543 。 93 16 6 。 。 5 O 。 。 。 。 。 。11，259 O O 11，259 O 

13分類不明 713 437 24，199 8，231 1，389 。
2，9531 109 10，447 2 4 O 55，598 228 1，412 

。2，816 。8，102 12，558 68，157 11 - 7，025 61，132 5，305 

68 IJ、 計 15日 41 9則 641192，51113問31肌叫 18，438112附 51制 14113問。16，4581 8，叫 51，叫1，773，吋机叫 854，41711仰 間 11肌吋1，肌叫 3，528，7651一肌吋一日11一肌必71問問8111，481， 640 

キE

付

加

価

{直

76 

参

考

69 家計外消費支出 578 

70 雇用者所得 11，481 

71 営業余剰 56，082 

72 資本減耗引当 10，960 

73 間 接 税 3，097 

74 (控除〕補助金 -2，331 

75 小 計 17同 81

国

99 

98 

額|肌3821

国内総生産|乃島91

圏内純生産 It!'1目。|
(要素費用)I V/，，-，wl 

産生内

458 25，909 9，122 747 14，133 109 3，555 2，147 7，053 O 01 3，215 67，024 

4，192 234，178 75，982 13，800 167，725 4，139 73，264 57，476 165，044 01 2，342 O 809，623 

1，835 82，099 44，778 7，142 157，637 15，669 -1，234 01 43，506 。 01 1，524 409，037 注 四捨五入の関係で内訳の計は必ずしも合計と一致しない。

1，754 59，254 15，540 8，576 50，579 2，378 18，843 2，026 17，710 O 64 5，975 193，658 

413 45，558 3，375 3，632 16，949 1，320 149 12，518 O 61 323 90，562 出所行政管理庁他編『昭和50年産業連関表一総合解説編一J]， 1979年 1月， 8-9ページ。

- 523 - 9，435 - 569 - 306 -2，251 O -3，361 01 - 928 O 01-1，536 - 21，240 

飢吋 148，判 3日 01404，叫 23，6141 9仰 3161，吋 2削 021 。12，4681仏叫1，5札 66
1 

叩 21 411 ，65刊41肌吋 3払2乞，吋飢叫 23，吋 9叩 815附 1判|幻Mω491 01 2，4681 6，2邸何11，必訓必組1，側
ω71 3此幻2771肌叫別，叫辺325悶 2119，8ω州[沼，刈訓田側01貯，47例吋6引120悶 01 01 幻必判11，臼41い1，21附 O
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付表 2 投入係数表(生産者価格， 13部門)

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 68 

農林水産品 鉱産品 製製造工業品 建 設 電水気・ガス道・ 保商業険 ・金融・ 不賃 動貸 産料 運輸・通信 f品占、、一 務 サービス 事務用品 梱 包 分類不明 平 均
-不動産

01 農 林 * 産
ロEロ3 .106884 .002745 .069520 .001092 .000000 .000000 .000000 .000015 .000000 .017199 .000000 .000000 .041700 .037051 1 

02 鉱 産 ロ仁ロ3 .000007 .002836 .059644 .019340 .124577 .000001 .000000 .000010 .000110 .000104 .000000 .000000 .030423 .030780 2 

03製造工業製品 .193468 .085405 .413294 .362030 .193900 .024954 .001867 .313699 .078881 .154173 .696338 .639332 .320273 .281283 3 

04 建 設 .001618 .001735 .001013 .000248 .023916 .001708 .416117 .003313 .008669 .004533 .000000 .000000 .000102 .007519 4 

05 電 気・ガ ス・水 道 .002555 .023876 .016730 .006824 .019711 .006239 .003373 .013437 .009400 .021443 .000000 .004959 .028840 .013708 5 

06 商業・金融・保険・不動産 .043752 .061667 .061743 .072881 .053164 .055368 .006845 .087394 .099613 .053983 .269281 .098046 .174912 .064699 6 

07不動産賃貸料 .004459 .006995 .003535 .004970 .006814 .046309 .000000 .018211 .006230 .013405 .000000 .009664 .000000 .012657 7 

08 運 輸 . 通 信 .026790 .239933 .024847 .050339 .034014 .044523 .001973 .105758 .051910 .028919 .034065 .023211 .181027 .040957 8 

09 公 務 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 9 

10 サ 一 ヒ ス .000433 ..006712 .018076 .022268 .015329 .033673 .008211 .015991 .020774 .039047 .000000 .004806 .062251 .023137 10 

11 事 務 用 品 .000387 .001292 .002008 .000831 .001962 .002664 .000062 .001669 .002802 .002023 .000000 .000460 .004978 .001944 11 

12 梱 包 .001616 .000058 .007249 .000000 .000000 .001033 .000000 .000423 .000186 .000014 .000000 .000000 .000089 .003389 12 

13 分 類 不 明 .005465 .028884 .016892 .024157 .020916 .013535 .000000 .013372 .001272 .027213 .000316 .000322 .000000 .016735 13 
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69 家計外消費支出 .004437 .030274 .018086 .026771 .026885 .002591 .016096 .025015 .018372 .000000 .000000 .052586 .020174 69 

70 雇 用 者 所 得 .088057 .277333 .163472 .222991 .207766 .319062 .098427 .331753 .669790 .429923 .000000 .208047 .000000 .243693 70 

71 営 業 余 剰 .430139 .121430 .057310 .131415 .107519 .299871 .372598 一 .005587 .000000 .113328 .000000 .000000 .024927 .123118 71 

72資本減耗 ヲ| 当 .084058 .116044 .041363 .045608 .129106 .096215 .056554 .085324 .023610 .046132 .000000 .005703 .097742 .058290 72 

73 間 接 税 .023752 .027358 .031803 .009905 .054676 .032242 .031383 .014338 .001737 .032607 .000000 .005451 .005282 .027259 73 

74 (控 除〉 補 助 金 一 .017876 一 .034576 一 .006586 一 .001671 一 .004613 一 .004282 .000000 一 .015219 .000000 一 .002417 .000000 .000000 一 .025133 一 .006393 74 

76 国 内 生産額|
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産業連関論的経済分析の有効性について 岩崎

付表 3 逆行列係数表(生産者価格， 13部門， (1-(1一命)A)勺

361 (861) 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 

農林水産品 鉱産品 製製造工業ロロロ 建 設 電水気・ガス道・ 商保業険・・不金融動産・ 賃不 動貸 料産
運輸・通信 /品ヘ、 務 サービス 事務用品 梱 包 分類不明 行 来日 感応度係数

01 農 林 水 産 品 1.128133 .024779 .112304 .045313 .026985 .008580 .019598 .013166 .038418 .078032 .070606 .084297 1.683196 .822431 1 

02 鉱 産 ロEロ3 .003803 1.004263 .016709 .009590 .023028 .001408 .004151 .006390 .002174 .003824 .011654 .010621 .012068 1.109684 .542206 2 

03製造工業製品 .393271 .332223 1.785302 .683273 .409471 .117271 .293696 .635876 .199730 .339905 1.234686 1.118478 .726578 8.269762 4.040712 3 

04 建 設 .007759 .012512 .010101 1.009372 .032129 .024488 .420470 .018874 .016146 .015247 .013853 .013247 .012909 1.607107 .785253 4 

05 電 気・ガ ス・水 道 .011782 .036603 .035097 .023355 1.031155 .011581 .013652 .029774 .016005 .031629 .027318 .028548 .050172 1.346669 .658000 5 

06 商業・金融・保険・不動産 .087529 .125827 .142378 .144883 .104212 1.081578 .069383 .161130 .131763 .099546 .388962 .197409 .273456 3.008055 1.469774 6 

07不動産賃貸料 .01'9857 .015784 .016879 .015416 .052448 1.007696 .031682 .015035 .021475 .025512 .025337 .021709 1.280558 .625697 7 

08 運 輸 通 信 .050581 .276755 .069909 .090580 .067053 .060466 .041040 1.145907 .070558 .055802 .099271 .074535 .235765 2.338224 1.142486 8 

09 公 務 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 .000000 1.000000 .000000 .000000 .000000 .000000 1.000000 .488613 9 

10 サ 一 ビ ス .013113 .025540 .042632 .045460 .031632 .043108 .028058 .039397 .032218 1.054275 .041066 .036492 .094004 1.526994 .746109 10 

11 事 務 用 品 .001672 .003091 .004475 .003101 .003514 .003443 .001431 .003936 .003832 .003437 1.004014 .003655 .008015 1.047618 .511880 11 

12 梱 包 .004775 .002757 .013304 .005219 .003152 .002009 .002252 .005330 .001823 .002671 .009524 1.008461 .005879 1.067154 .521425 12 

13 分 類 不 明 .013712 .037020 .032019 .036514 .029355 .017241 .015792 .027204 .008045 .033447 .026982 .022509 1.021070 1.320909 .645413 13 
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